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広東省には、電気電子産業から自動車産業ま

で多くの日系企業が立地したことで、製造業に

よる経済活動は成熟し、労働力供給不足による

賃金の上昇や産業高度化を目指した委託加工生

産への制限などにより、企業の経営環境は変化

している。こうしたなか、広東省政府は直接投

資をさらに受け入れ続けるだけでなく、地場企

業の海外展開を政策的に促進し、循環経済を実

現し、物流業などの産業を高度化したいと考え

ている。 

「広東経済の高度化と日中経済連携の課題

（Ⅳ）」研究会は、2009 年にジェトロと広東省

政府との間で締結された覚書における協力内容

の中核事業に位置付けられており、2013 年度に

おける本研究プロジェクトは、広東省政府から

の要請に従い、（Ⅰ）広東省企業の海外展開の促

進、（Ⅱ）広東省の投資環境整備、および（Ⅲ）

広東省における経済・社会・文化の高度化を研

究内容とした。本稿では、（Ⅰ）について詳しく

述べる。（Ⅱ）および（Ⅲ）については、それぞ

れポリシー・ブリーフ No.43、44 を参照された

い。 

 

日本の中小企業の海外展開支援策――日本の

経験を踏まえた広東省への提言 

中小企業は経営規模が小さいことから、海外

展開に向けたハードルが大企業に比べて高いの

が実情である。このため、中小企業の海外展開

を政府が支援していくことは極めて重要である。

広東省政府が省内企業の海外展開を支援するう

えで留意すべきことは、以下のとおりである。  

まず第 1 に、中小企業の海外展開ニーズは多

岐にわたるため、企業のニーズや課題を的確に

把握し、それぞれの段階（輸出、提携、海外進

出）に応じて支援メニューを構築する必要があ

る。 

第 2 に、中小企業支援機関が複数の機関にま

たがる場合には、支援機関同士の連携を強化し、

支援を受ける中小企業にとって、どの機関がど

のような支援を行っているのかをできるかぎり

「見える化」していく必要がある。  

第 3 に、支援メニューを通じて海外展開に成

功した中小企業の事例をひとつでも多く創出し、

成功事例を各種媒体等で PR していく取り組み

も重要と考える。 

 

広東省における企業の国際化の事例研究 

広東省の地場企業は国際経営の重要性を強く

認識しており、海外展開で一定の成果も獲得し

ている。美的集団に代表される大企業は、製品

開発、生産、販売など、経営の各側面において

大きな進展を見せている。一方、中小企業は先

進国からのOEM受託生産だけなく、海外市場、

とりわけ新興市場の開拓に積極的に乗り出して

いる。しかし、海外展開の経験が豊富な日系企

業と比べると、広東省企業は経営組織や人材の

国際化、そして海外でのサプライヤーの育成と

いった面において、まだ初期段階にあるといえ

る。日系企業の国際経営の経験を参考にすると

ともに、同じく広東省に多数集積している日系

企業との交流、提携関係を深めることは、広東

省企業の国際化の水準の向上につながる。例え

ば、日系中小企業と中国企業のマッチングの場

を提供することによって、前者は販売拡大、後
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者は技術力の向上、という Win-Win の関係を築

くことが期待できる。 

広東省からの二次展開の構造――産業高度化

に向けた課題 

広東省では労働集約的な加工組立業は、労働

力不足と賃金率上昇によって苦しい経営に直面

している。印刷機械や通信機器の日系セットメ

ーカーは、ベトナムへと二次展開を進めている

のが現状である。印刷機械メーカーでは、高級

機種を広東省で生産し、普及品生産をベトナム

へ移管するという動きが加速しつつあり、広東

省での生産量は今後も減少を続けるものと考え

られる。しかしながら、多くの部品メーカーが

指摘したように、定着率を向上させ、企業人材

の育成に適した労働市場を作り上げることで、

産業高度化への道は残されている。したがって、

広東省が企業に内在する高度化機会を活用する

ためにも、熟練工の定着に向けた定住促進策を

進め、企業人材として有望な人を広東省に留め

るための積極的かつ柔軟な政策運用が要望され

る。 

広東省の同一産業に属する地場企業の操業形

態間のパフォーマンスの違い 

2008 年の経済センサスを用いて広東省の地

場企業間のパフォーマンスの違いを調べた。そ

の結果、日本や欧州で見られた「直接投資企業

の方が輸出企業よりも、また、輸出企業の方が

国内販売のみの企業よりも、労働生産性がよい」

というパターンとは異なることが分かった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

つまり、広東省の地場企業について、国際化

した企業より国内販売のみの企業の労働生産性

が十分に高いことがいくつかの産業で確認され

た。そのため、労働生産性が高いにもかかわら

ず、国内販売のみに従事する企業の国際化を促

進する必要がある。また、通信電子機器製造業

に属する企業については、直接投資企業の方が

生産性は相対的に高いことが分かった。政府等

の海外展開支援策により、通信電子機器製造業

に属する企業の直接投資がさらに促進されるこ

とが予想される。一方で、国内販売のみの企業

のなかには、生産性が悪い企業も多い。そのた

め、企業間競争を促進することで、生産に必要

な資源をより生産性が高い企業が活用すること

ができるような構造改革が求められている。  
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